
熊本県林業・木材産業生産性強化対策事業補助金事務取扱要領 新旧対照表 

改  正  後  現    行 

（趣旨） 

第１  〔略〕 

 

（補助対象事業の工種又は施設区分） 

第２ 熊本県林業・木材産業生産性強化対策事業における工種又は施設区分は、国が定めた合

板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策実施要領第２に規定された別表１のメ

ニュー毎の内容に準じるものとする。 

（補助金交付申請書の添付書類） 

第３  〔略〕 

 

（補助金変更申請書の添付書類） 

第４  〔略〕 

 

（実績報告書の添付書類） 

第５  〔略〕 

 

（概算払請求書の添付書類） 

第６  〔略〕 

 

（関係様式一覧） 

第７  〔略〕 

 

附 則 

この要領は、平成２８年５月３１日から施行する。 

この要領は、平成３０年３月１５日から施行する。 
この要領は、令和６年４月５日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（趣旨） 

第１  〔略〕 

 

（補助対象事業の工種又は施設区分） 

第２ 熊本県林業・木材産業生産性強化対策事業における工種又は施設区分は、国が定めた合板・

製材・集成材生産性向上・品目転換促進対策事業実施要領第２に規定された別表のメニュー毎

の内容に準じるものとする。 

（補助金交付申請書の添付書類） 

第３  〔略〕 

 

（補助金変更申請書の添付書類） 

第４  〔略〕 

 

（実績報告書の添付書類） 

第５  〔略〕 

 

（概算払請求書の添付書類） 

第６  〔略〕 

 

（関係様式一覧） 

第７  〔略〕 

 

附 則 

この要領は、平成２８年５月３１日から施行する。 

この要領は、平成３０年３月１５日から施行する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



熊本県林業・木材産業生産性強化対策事業補助金事務取扱要領 新旧対照表 

改  正  後  現    行 

 

別記第１号様式　　事業計画書（事業実績書）（実施事業費関係）

　事業の内容及び経費の配分

　　（１）　事業の総括

基金・交付金 県補助金 市町村負担金 その他負担金
（A+B+C+D) (A+B) (A) (B) (Ｃ) (D)

円 円 円 円 円 円

木材加工流通施設等整備
　（大規模・高効率化）

木材加工流通施設等整備
　（低コスト化）

木材加工流通施設等整備
　（供給力強化）

品目転換施設整備

高度加工処理施設整備

ストック強化

高性能林業機械等の整備

特用林産物省エネルギー化施設等整備

木質バイオマスエネルギー転換促進対策

小計

事業費
補助金事業に
要する経費

経　費　内　訳

注）該当する区分欄ごとに記入すること。
　　事業が繰越の場合、実績書として利用するときは、各マス毎に、全体額（上段）、年度内執行額（中段）、繰越額（下段）
　を記載する。

区分

市町村指導等事業費

計

メ
ニ
ュ
l

 

 

 

 

 

 

別記第１号様式　　事業計画書（事業実績書）（実施事業費関係）

　事業の内容及び経費の配分

　　（１）　事業の総括

基金・交付金 県補助金 市町村負担金 その他負担金
（A+B+C+D) (A+B) (A) (B) (Ｃ) (D)

円 円 円 円 円 円

木材加工流通施設等整備

高性能林業機械等の導入

小計

事業費

補助金事業に
要する経費

経　費　内　訳

注）該当する区分欄ごとに記入すること。
　　事業が繰越の場合、実績書として利用するときは、各マス毎に、全体額（上段）、年度内執行額（中段）、繰越額（下段）
　を記載する。

区分

市町村指導等事業費

計

メ
ニ
ュ
l

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



熊本県林業・木材産業生産性強化対策事業補助金事務取扱要領 新旧対照表 
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（２）　事業の内容
　 （ア）　事業種目別の内容

施行箇所名

基金・交付金 県補助金 市町村負担金 その他負担金

（A+B+C+D) (A) (B) (Ｃ) (D)

円 円 円 円 円

小計

事業種目計

計

合計

Ｂ

経　費　内　訳

施　行

（予定）

年月日

事業量

備考

工　　期

３　施行箇所名は、市（区）町村及び大字名を記載する。ただし、大字が存在しないときは、市（区）町村名のみ記載する。

工種又は

区分①②③

構造規格

又は規模

１　メニュー及び事業種目、工種又は区分①②③の欄は、合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策実施要領第２の別表１より、該当する事項を
記載する。

２　事業種目、工種又は区分①②③及び事業量Ａ、Ｂの欄は、合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策実施要領第２の別表１に定める内容、呼
称単位を記載する。
　　ただし、呼称単位が「一式」または「－」で表示されるものについては、１件（単品目）ごとに別紙内訳表を添付し、備考欄に内訳表番号を表示する。

４　事業費、経費内訳欄は、事業主体ごとに「小計」、同じ事業主体で交付率が異なる場合はそれぞれで「細計」を設けて集計し、事業種目及びメニュー欄で
　「計」、「合計」を記載する。

合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策交付金事業

ﾒﾆｭｰ 事業種目 市町村名 事業主体名

注）

事業費

着　手

（予定）

年月日

受益

戸数Ａ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）　事業の内容
　 （ア）　事業種目別の内容

施行箇所名

基金・交付金 県補助金 市町村負担金 その他負担金

（A+B+C+D) (A) (B) (Ｃ) (D)

円 円 円 円 円

小計

事業種目計

計

合計

１　メニュー及び事業種目、工種又は区分①②③の欄は、合板・製材・集成材生産性向上・品目転換促進対策事業実施要領第２の別表より、該当する事項を記
載する。

２　事業種目、工種又は区分①②③及び事業量Ａ、Ｂの欄は、合板・製材・集成材生産性向上・品目転換促進対策事業実施要領第２の別表に定める内容、呼称
単位を記載する。
　　ただし、呼称単位が「一式」または「－」で表示されるものについては、１件（単品目）ごとに別紙内訳表を添付し、備考欄に内訳表番号を表示する。

４　事業費、経費内訳欄は、事業主体ごとに「小計」、同じ事業主体で交付率が異なる場合はそれぞれで「細計」を設けて集計し、事業種目及びメニュー欄で
　「計」、「合計」を記載する。

Ｂ

経　費　内　訳

施　行

（予定）

年月日

事業量

備考

工　　期

３　施行箇所名は、市（区）町村及び大字名を記載する。ただし、大字が存在しないときは、市（区）町村名のみ記載する。

工種又は
区分①②③

構造規格
又は規模

合板・製材・集成材生産性向上・品目転換促進対策事業

ﾒﾆｭｰ 事業種目 市町村名 事業主体名

注）

事業費

着　手

（予定）

年月日

受益
戸数Ａ
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■別紙内訳表

事業種目

Ａ Ｂ

計

消費税相当額

合計

■別紙内訳表

事業種目

Ａ Ｂ

計

消費税相当額

合計

工種又は施設区分

〈事業主体名〉

工種又は施設区分

事業費
　　　円

備考工種又は区分③ 構造規格又は規模
事業量

注）工種又は区分③は、「合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策実施要領」
第２の別表１より記載すること。
　　工種又は区分③が設けられていないときは、工種又は区分②より記載するものとす
　る。工種又は区分②も設けられていないときは、工種又は区分①より記載するものと
　する。

備考工種又は区分③ 構造規格又は規模
事業量

〈事業主体名〉

事業費
　　　円

 

（イ）市町村指導等事業費  〔略〕 

■別紙内訳表

事業種目

Ａ Ｂ

計

消費税相当額

合計

■別紙内訳表

事業種目

Ａ Ｂ

計

消費税相当額

合計

工種又は施設区分

〈事業主体名〉

工種又は施設区分

事業費
　　　円

備考工種又は区分③ 構造規格又は規模
事業量

注）工種又は区分③は、「合板・製材・集成材生産性向上・品目転換促進対策事業実施要領」の別
表より記載すること。
　　工種又は区分③が設けられていないときは、工種又は区分②より記載するものとす
　る。工種又は区分②も設けられていないときは、工種又は区分①より記載するものと
　する。

備考工種又は区分③ 構造規格又は規模
事業量

〈事業主体名〉

事業費
　　　円

 

（イ）市町村指導等事業費  〔略〕 
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別記第２号様式

事業主体名 事業費 交付金 課税方式
仕入れに係る消
費税額及び地方

消費税額
交付金補助率

仕入れに係る
消費税等
相 当 額

消費税
確　定
未確定

備考

円 円 円 ％ 円

注）

　　　　年度熊本県林業・木材産業生産性強化対策事業補助金に係る仕入れに係る消費税相当額集計表

メニュ－

４　 「仕入れに係る消費税額及び地方消費税額」欄は、交付対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法に規定する
　仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額
　との合計額を記載すること。

５　 「仕入れに係る消費税等相当額」欄は、交付対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法に規定する仕入れに係
　る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に国庫交付金率を乗じて得
　た金額を記載すること。

６　 「消費税確定未確定」欄は、消費税法第９条第１項の規定に該当する場合、消費税法第３７条第１項の規定に基づく届出書を提出した場合並び
　に消費税及び地方消費税の確定申告を行った場合には、「確定」、それ以外の場合には「未確定」と記載すること。

合計

１　 本表は、事業主体が市町村等を除く課税業者、免税業者及び簡易課税業者の場合に作成するものとし、交付金交付申請及び実績報告
　の際にそれぞれ添付する。

２　メニュ－欄は、合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策実施要領第２の別表１のメニューを記載する。

３　 「課税方式」欄には、当該交付金に係る仕入れに係る消費税等相当額の確定時において、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第９条第１項の
　規定に該当する事業者にあっては「免税」、消費税法第３７条第１項の規定による届出書を提出した事業者にあっては「簡易課税」、その他の事業
　者にあっては、「課税」と記入すること。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
別記第２号様式

事業主体名 事業費 交付金 課税方式
仕入れに係る消
費税額及び地方

消費税額
交付金補助率

仕入れに係る
消費税等
相 当 額

消費税
確　定
未確定

備考

円 円 円 ％ 円

注）

平成○○年度熊本県林業・木材産業生産性強化対策事業補助金に係る仕入れに係る消費税相当額集計表

メニュ－

４　 「仕入れに係る消費税額及び地方消費税額」欄は、交付対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法に規定する
　仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額
　との合計額を記載すること。

５　 「仕入れに係る消費税等相当額」欄は、交付対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費税法に規定する仕入れに係
　る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に国庫交付金率を乗じて得
　た金額を記載すること。

６　 「消費税確定未確定」欄は、消費税法第９条第１項の規定に該当する場合、消費税法第３７条第１項の規定に基づく届出書を提出した場合並び
　に消費税及び地方消費税の確定申告を行った場合には、「確定」、それ以外の場合には「未確定」と記載すること。

合計

１　 本表は、事業主体が市町村等を除く課税業者、免税業者及び簡易課税業者の場合に作成するものとし、交付金交付申請及び実績報告
　の際にそれぞれ添付する。

２　メニュ－欄は、合板・製材・集成材生産性向上・品目転換促進対策事業実施要領別表のメニューを記載する。

３　 「課税方式」欄には、当該交付金に係る仕入れに係る消費税等相当額の確定時において、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第９条第１項の
　規定に該当する事業者にあっては「免税」、消費税法第３７条第１項の規定による届出書を提出した事業者にあっては「簡易課税」、その他の事業
　者にあっては、「課税」と記入すること。
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別記第３号様式

単位：千円

総事業費 基金・交付金 県補助金 市町村負担金 公庫資金 自己資金

間接補助事業者が事業を行うに当たって自己負担の全部又は一部を国が行っている
制度融資から融資を受けるために補助金対象物件を担保に供する場合の内訳書

１　補助金名 熊本県林業・木材産業生産性強化対策事業補助金

２　事業実施主体

３　担保施設の概要

　(１) 名称（施設名）

　(２) 所在地

　(３) 構造・規模等

　(４) 総事業費と負担区分

４　借入れの概要

　(１) 借入先

　(２) 制度融資名

　(２) 償還予定表

　(３) 利用する制度融資のパンフレット　　等

　(３) 資金区分

　(４) 借入額

　(５) 償還期間

　(６) 債務保証

５　その他参考となる事項

　(１) 事業計画書

 

 

 

別記第４号様式  〔略〕 

 

 
 

 

別記第４号様式  〔略〕 



熊本県林業・木材産業生産性強化対策事業補助金事務取扱要領 新旧対照表 

改  正  後  現    行 

 
別記第５号様式

金額 出来高 金額 出来高 金額 出来高

円 円 円 ％ 円 ％ 円 ％

計

（Ｃ） Ａ－（Ｂ＋Ｃ）メニュ－ 事業費 補助金
事業完了

予定年月日

　　　２　本表下段空欄には、所管する広域本部（振興局）にて本書のとおり相違ないことを証明する旨の記載と併せ、年月日、所属及び
　　　　職氏名を記名押印する。

　　　１　メニュ－欄は、合板・製材・集成材国際競争力強化・花粉削減総合対策実施要領第２の別表１のメニューを記載する。

概算払請求内訳書

備　　考

今回請求額既受領額 残　　高

（Ｂ）

 
 

 

 
 

 


